
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

・H32年度の公営企業会計移行に向けて準備を進め、経営の健全性や計画性・透明性の向上を図る

・ ⑦その他

・下水道事業はライフライン的要素が高く、現行の直営＋民間委託で
管理運営することが望ましいと考えるため・

・

○

抜本的な改革の取組
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現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


